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中日二重文化からの日本研究
黄 自進
(台湾中央研究院近代史研究所)
1945年 以後の台湾 は、第二次大戦で 日本 と戦 った国民政府が統治 したが、戦前期
には51年 にわたって 日本統治を受 けていた1。つ ま り、台湾は、中国 と日本の二重の
支配体験 を持 っているため、 日本に対す る認識や感情、対応において複雑なものが
ある。
51年 間にわたる 日本 の台湾植民地支配は、おおまかにいえば、近代的社会経済制
度 の確立、インフラの基礎的整備、米糖経済の開発及び工業化 の推進の四つ を実現
しよ うとした。っま り、台湾 は、農業国家か ら工業国家へ と変貌 を遂 げつつ あった2。
また、台湾にお ける言語教育の基本は同化政策 にあった。 この結果、 日本 は台湾 を
植民地に して以来終戦まで、台湾人つ ま り日本語を母語 としない者 に対 して、 日本
語 を国語 とす るよ う使用義務を課 した。 この結果 として、 日本 の敗戦1年 前、1944
年までの50年 間に、台湾人の 日本語の理解率は71%に まで達 した3。とりわけ、1943
年4月1日 か ら台湾で義務教育が施行 されたことによ り、 日本語の母国語化が さら
に進展す るようになった4。
以上の結果、生活水準及び教育水準が向上 したため、台湾人による 日本 の植 民地
支配に対す る評価 は、必ず しも悪いとは限 らなかった。 したがって、台湾の人々に
とって、日本の植民地か ら中華民国へ祖国復帰を果た した ことは、必ず しも喜ば し
いこととは言 えなかった。すなわち、祖 国復帰 とともに、それまでの 日本の台湾総
督府の権力は国民党政権に引き継がれ 、また、すべての 日本人所有の財産も同政権
に接収 された5。この 日本資産の接収 と日本人企業の全面的官営化は、戦後台湾の経
済体制 を一変 させた。っま り台湾は、 日本 の植民地支配体制か ら、一挙に国民党政
権支配 下の国家独 占資本体制に編成替 えされたのである。
以上のごとき戦後接収が、台湾 の政治、経済にもた らした基本的問題が二つある。
11895年4月17日 、 日清講和条約調印により、台湾 ・澎湖列島が 日本へ割譲 された ことを
契機 として、台湾は 日本の植民地 になった。 ところで、第二次世界大戦の終戦 とともに、
1945年10.月25日 、台北で 「中国戦区台湾地区降伏式」が行われた ことによって、台湾は
中華民国の主権の下に置かれ ることが表明 され、 日本の台湾支配が終幕を迎 える。
2隅 谷 三喜男、劉進慶、除照彦 『台湾の経済一典型NIESの 光 と影一』東京:東 京大学出版会、
1992年 、21-25頁 。
3鍾 清漢 『日本植 民地下にお ける台湾教育史』東京:多 賀出版、1993年 、262、319頁 。
4何 義麟 『皇民化政策之研究一 日據時代末期 日本対台湾的教育政策與教化運動一』台北:中
国文化大学 日本研究所修士論文,1986年 、41頁 。
5伊 藤i潔 『台湾』東京:中 央公論社、1993年 、140-141頁 。
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その一つは、国家権力の外来性 と独裁性である。台湾 を接収 した国民党政権 は、台
湾に行政長官公署を置き、植民地の解放者、新支配者 として専制的に君臨 した。も
う一つは、産業経済における国民党官僚支配である。それまで農業国としての中国
の統治経験 しかもたない国民党官僚が、台湾の近代産業を経営す ることには限界が
あった。 このため、戦後接収 による膨大な官業独 占体制は、明 らかに台湾の経 済を
混乱 させ る要因であ り、さらには経済を後退 させ ることにもなった6。
以上の結果 として、台湾にとって、第二次世界大戦後 の植 民地か らの解放は名 ば
か りで、実際には新旧支配者 の入れ替えで しかなかった。 しかも、新 しい支配者 は
台湾の近代産業を合理的に経営す る能力に欠けていたばか りではなく、汚職や横領
等 、官吏の腐敗が 目立ち、民衆の生活は困窮に陥った。
台湾の民衆が置かれた困難 な状況は、例 えば台北市の消費者物価指数 の変動 を見
ることで明 らかになる。1946年1,月 を100と した同年12月 の消費者物価指数は248.8
であ り、同 じく1947年 年初を100と した年末の指数 は607. で あった。1948年 に
は同じく年初 と比較 して年末 の指数 は1141.4、 そ して1949年 には6,月 までの半年
で年初 と比較 した指数 が1000.0に 急騰 した7。
国共内戦の結果 として、中華民国政府 が台湾 に移転 してきたのは1949年12月 の
ことであった。同年10月 に北京で中華人民共和国の成立が宣言 された結果 として、
中華民国政府に とって、台湾が最後の砦 となった。台湾を反共の前線基地 とす る以
上、国民政府 は 日本 に同化 され た台湾人に対 して、できるかぎ り早 く、 日本 に対す
るアイデンテ ィティか ら中国に対す るアイデ ンテ ィテ ィへ と切 り替 えさせ ること
が必要であった。 このため、戦後初期における国民政府の文化政策は、台湾人 と日
本文化 とのパイプ を切 ろうとするもの となった。日本 の音楽 を始 め、あ らゆる新聞、
雑誌、書物の台湾への流入が禁止 されたのは、この文化政策の一端を示す ものであ
る8。
ところで、台湾経済は、元来、 日本の植 民地統治下で 日本経済の一部 として近代
化 が進め られていたが、終戦 によって 中華民国の蒋介石政権支配 下に入 ると、台湾
の経済は否応 なく中国大陸経済 と接合 された。 しか し、台湾経済の中国大陸経済 と
の一体化の試みは、台湾社会の経済的余剰 を収奪 して、国共内戦のために消耗 させ
るだけの結果 になっていた。それが台湾の経済的混乱や急激なイ ンフレを招いたの
である。それだけに、この時期に大陸経済か ら離れ、 日本 との経済関係が回復 され
たことで、戦後の台湾経済 に活路が見出されることになった。つま り、台湾経済 は、
大陸経済か ら分離 したことで中国本土のインフレの影響か ら遮断 され、安定に向 う
ことになった。1949年6月 とい う戦後比較的早い時期に 日台貿易協定が結 ばれたこ
6前 掲、隅谷三喜男、劉進慶、除照彦 『台湾の経済一典型NIESの 光 と影一』、29頁 。
7同 上、29-32頁 。
8鄭 宇峰 『光復後台湾 日語人才之教育探討』台北:中 国文化大学 日本研究所修士論文、1999
年、30頁 。
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とは、両国にとって相互の経済交流 がいかに重要であったかを示 している9。表1に
示 され るように、戦後、台湾の主要輸入相手国として、 日本が常に第一位であった
10
0
(表1)台 湾の主要輸入相手国
1967 1971 1976 1986 1990
1 日本 日本 日本 日本 日本
2 ア メ リカ ア メ リカ ア メ リカ ア メ リカ ア メ リカ
3 ドイ ツ ドイ ツ ドイ ツ ドノrツ ドイ ツ
4 オース トラリア オース トラリア オース トラリア オース トラリア オース トラリア
5 マ レー シア 香港 マ レー シ ア マ レー シ ア サ ウジアラビア
6 タイ マ レー シア 香港 香港 香港
7 香港 イ ギ リス イ ギ リス イ ギ リス シ ンガポー ル
8 イ ギ リス オ ランダ 韓国 シ ンガ ポール 韓国
9 オランダ タイ シンガ ポー ル 韓国 ス イ ス
10 シンガポール 韓国 オランダ オランダ イ ギ リス
1991 1992 1993 1994 1996
1 日本 日本 日本 日本 日本
2 アメ リカ ア メ リカ ア メ リカ アメ リカ ア メ リカ
3 ドイ ツ ドイ ツ ドイ ツ ドイ ツ ドイ ツ
4 オース トラリア 韓国 韓国 韓国 韓国
5 香港 オース トラリア オース トラリア シ ンガポ ール 一フ フ ンス
6 韓国 マ レー シア マ レー シア マ レー シア マ レー シア
7 サウジアラビア 香港 シ ンガポ ール オース トラリア 中国
8 シン ガポ ール シ ンガ ポール 香港 イン ドネシア オース トラリア
9 マ レー シ ア サウジアラビア イ ン ドネシア 中国 シ ンガポ ール
10 イン ドネシア イン ドネ シア サウジアラビア 香港 イン ドネシア
1997 1998 1999 2000 2002
1 日本 日本 日本 日本 日本
2 ア メ リカ ア メ リカ ア メ リカ ア メ リカ アメ リカ
3 中国 中国 韓国 韓国 中国
4 ドイ ツ 韓国 中国 中国 韓国
5 韓国
一
フ フン ス ドイ ツ ドイ ツ ドイ ツ
9前 掲、隅谷三喜男、劉進慶、徐照彦 『台湾の経済一典型NIESの 光 と影一』、33頁 。
10台 北:財 政部国際貿易局 『中華民国進 出口貿易統計』。
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6
一
フ フンス ドイ ツ マ レー シア マ レー シア マ レー シア
7 マ レー シア マ レー シア シンガポール シンガ ポー ル フ ィ リ ヒ。ン
8 オース トラリア オース トラリア オース トラリア フィ リピン シンガポール
9 シ ンガ ポール シンガポール タイ オース トラリア オース トラリア
10 イ ン ドネシア イン ドネ シア イ ン ドネシア イン ドネシア イン ドネ シア
2003 2004 2005 2006
1 日本 日本 日本 日本
2 ア メ リカ ア メ リカ ア メ リカ 中国
3 中国 中国 中国 アメ リカ
4 韓国 韓国 韓国 韓国
5 ドイ ツ ドイ ツ ドイ ツ サウジアラビア
6 マ レー シア サウジアラビア サウジアラビア ドイ ツ
7 サウジアラビア マ レー シア マ レー シア マ レー シア
8 シ ンガ ポール シンガポール シンガポール オース トラリア
9 フ ィ リピン イ ン ドネシア オース トラリア イン ドネ シア
10 イン ドネシア オース トラリア イ ン ドネシア シンガポール
このような 日台の経済交流関係 を保つためには、台湾 において、ある程度 日本 を
知る人材を養成 しなければな らない。つ ま り、一方 において、 日本 の文化 に対 して
距離を置こ うとしなが ら、他方 において、経済交流をす るためには 日本 のことを最
低限知 る環境 を提供す る必要があった。 この矛盾を解決す るため、国立大学におい
ては 日本語学科の設立が長いあいだ禁止 された一方で、私立大学ではそれが許 され
ることになった。 こうして、表2に 示 された ごとく1963年 か ら1972年 にかけて 四
つの私立大学 に日本語学科が設立 された。
(表2)日 本語学科が設立 された年代
順序 学校 設立学科 年代
1 文化大学 日本語文学 1963
2 淡江大学 同上 1966
3 輔仁大学 同上 1969
4 東呉大学 同上 1972
私立大学 と比較す ると、 日本語学科の設立は、国立大学 においてはかな り遅かっ
た。1989年 に政治大学に設置 され たのを初 めとして、台湾大学では1994年 に設立
された。
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このよ うに、長期 にわたって、教育研究上必ず しも一流ではない人材 しか 日本語
が勉強できない ことを国の教育制度 としたため、経済面で両国の関係 を支える人材
は輩出されたものの、学問研究 として 日本研究ができる人材を養成す る余地は制限
されて しまった。 しか しながら、今 日では、台湾で46の 大学に 日本語学科があり、
日本語専攻 の卒業生 を毎年5000名 も送 り出 しているll。また、10の 大学の 日本語学
科に修士課程が設立 された12。
ところで、そもそ も日本語学科を設立する 目的が、言語能力の習得 を中心 として
いたた め、その卒業生の就職先 としては、商社や観光業 に関連するものがほ とんど
である。日本の ことを本格的に研究 しよ うとい う意識は、日本語学科の教授陣にも、
そ こで学ぶ学生たちにも、あま り強 くなかった ようだ。
しか しその後、1990年 代に進 められた台湾の民主化 とともに、台湾への 日本文化
流入を制限する政策 は廃止 され、 日台関係 の進展 に対す る制限は完全 になくなっ
た。ただ し、過去の政策の結果 として、台湾 における日本 との接 し方にはそれ な り
の痕跡が残 ることになった。すなわち、アニ メをはじめ、音楽、漫画な どサブカル
チャー としての 日本文化流入は台湾 において非常に盛 んになったが、総合的な 日本
研 究を専門 とす る学術雑誌が一つもない とい うのが、台湾の現状 なのである。表3
に示 された ごとく13、 日本に関する学術雑誌 は、 ほとんど大学の 日本語学科 を中心
として編集 され たものであり、内容 は言語学 を中心 としたものである。 また、大学
以外 において編集 され た雑誌の内容 は、 日本人による研究を翻訳 した ものであ り、
台湾人 自身 による研究 とい うものは存在 しなかった。
(表3)台 湾の 日本研究学術雑誌一覧表
雑誌名 創刊年 発行機構 発行時
中 日文化 1968 中国文化大学 目文系、 日本研究所 年刊
日本研究 1971 中 日関係研究会 月刊
専題研究 1971 中 日関係研究会 月刊
日本語 日本文学 1973 輔仁大学 日文系、 日本研究所 年刊
中日文教基金会年刊 1975 中 日文教研究会 年刊
東呉日語教育学報 1976 東呉大学 日文系、 日本研究所 年刊
日本学報 1979 日本研究学会 年刊
東呉外語学報 1986 東呉大学外語学院 年刊
11何 思慎 「台湾 之 日本研究的困境與改善」『亜太研究論壇』26期 、2004年12,月、84頁 。
12台 湾において、日本語学科に修士課程がある大学は以下の とお りである。まず、私立大学
では、文化大学、淡江大学、輔仁大学、東呉大学、銘傳大学、高雄第一科技大学、長榮大
学、南台大学。 国立大学は、台湾大学、政治大学である。
13徐 興慶 「台湾的 日本研究之回顧」『亜太研究論壇』26期 、2004年12月 、26頁 。
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目本文化研究叢書 1991 東呉大学日本文化研究所 不定期
日本論叢 1992 淡江大学 日文系、 日本研究所 年刊
日本言語文化比較研究 1992 東海大学 日文系 年刊
華岡外語学報 1993 中国文化大学外語学院 年刊
台湾日本語文学報 1994 日本研究学会 年刊
日本語教育論文集 1994 日本語教育学会 年刊
台大日本綜合研究中心叢刊 1995 台湾大学 日本綜合研究中心 不定期
研究生論文集 1996 中国文化大学日本研究所 年刊
銘傳 日本語教育 1998 銘傳大学應用 日語系 年刊
台大 日本語文研究 2000 台湾大学 日文系 半年刊
政大日本研究論集 2004 政治大学 日文系 年刊
日本の文部科学省にあたる教育部の所管ではなく、総統府直轄の、台湾で最高の
研 究機関 といわれ る中央研 究院において、日本研究班ができたのは2005年 になって
か らである。民主化達成以後 も、わずか2年 前 まで、中央研究院 には 日本研究 を目
的 とする機関が存在 しなかった。 日本研究班の設立 目的は、台湾の学界において 日
本 についての研究への関心を呼び覚まそ うとす ることにあった。それ以後、2006年
か ら、中央研究院では毎年3月 に 日本側の学者、研究者 を招き、また 日本研究班 の
同僚、台湾 の各大学の教授を含め20名 ほ どの発表者を集めて、国際シンポジウムが
開かれている。
第一回 目のシンポジウムは、「近現代 日本社会の変貌」とい うテーマで実施 した。
日本近現代 史における伝統的価値観 の変化 に関する4本 の論文 を始 めとして、海外
との交流に関す る論文を3本 、近代化に関す る論文 を6本 、植民地政策に関す る論
文 を4本 、政治に関する論文を4本 。合計21本 の論文が発表 され た14。
第二回 目のシンポジ ウムは、「東アジア世界における 日本政治社会の特徴」とい う
テーマで開催 した。 日本政治 ・経済 に関す る7本 の論文 を始めとして、脱植 民化に
関す る論文 が4本 、近代 日本国家におけるアイデンティティに関す る論文4本 、 日
本社会 と目本文学 に関す る論文が3本 。合計18本 の論文が発表 された。
このように、同シンポジウムの開催 は過去二回に過 ぎないが、この経験 を基に、
今後 は次のよ うに台湾 における日本研 究を発展 させてい きたい。
周知の とお り、台湾 はかつて中国の領土 になった ことがあ り、また、 日本 の植 民
地になった こともある。 このため、二つ の国の文化が重な りあっているとい うのが
台湾の特徴である。 この ような特徴を活かす ことで、台湾 らしい 日本研究を発展 さ
五4黄 自進 「導読」黄 自進主編 『近現代 日本社会的蛻変』所収、台北:中 央研究院人文社会科
学研究中心亜太区域研究専題中心、2006年 、1頁 。
164
中日二重文化からの 日本研究
せていきたい と考えている。
まず、戦前の台湾には、多数 の日本人が居住 していた。1945年8,月15日 に台湾
に住んでいた 日本人は74万5千 人であった。その中で、居留民は50万 人、軍人が
24万5千 人であった15。
このよ うに台湾での生活経験 のある人々が、戦後の 日本 の社会に何 を齎 したのか
について研 究す ることには、台湾研究者に 日本研究におけるメ リッ トがある。た と
えば、下村湖人の台湾経験研 究がその一例 となる。下村湖人は、戦後初期 において
小説 『次郎物語』を発表 した作家 として有名である。 自由主義 と非暴力主義 とい う
視点に立っ、主人公本 田次郎の幼年期か ら青年期 までの成長 と内面の葛藤 を克 明に
描いたこの小説は、た くさんの 日本人 に愛読 され、何回か映画16やテ レビ ドラマ化17
がな された。 ところで、1925年 から1928年 にかけて台湾で台 中一中の校長 をして
いた下村湖人は、台湾人の生徒か ら見れば、優越感 の持 ち主であり、非常に厳格な
教育者であった。 とりわ け、学校の食堂をめぐる紛争 では、生徒のス トライキを解
消す るため、60名 余 りの台湾人を退学 させた。この点か ら見れば、戦後の下村湖人
が 自由主義者 として再 出発 した ことについて、彼の植民地経験 は探求すべき原点で
ある と考え られる18。
次には、 日本 の近代化の成果について、隣国 として中国あるいは台湾で如何に評
価すべ きであるかとい うことも課題 となる。研究のアプ ローチ としては、比較研 究
の手法が有効であろう。つま り、中国が 日本 とともに律令国家 としての経験をもち、
また、同 じく鎖国政策 をとっていた国家 として、 さらに、ほぼ同 じ時期 に欧米列強
のアジア進 出に直面 した経験があることが、比較研究の前提 になると考 えられ る。
日中二つ の国の文化 をともに経験 した台湾人学者 として、 日中両国の比較研 究に
おいて、その長所 を活か して、台湾な りの 日本研 究を発展 させ られ る可能性 は小 さ
くない と考 えている。
その一例 として、最後 に、私 の最近の研究テーマを紹介す る。私は、1906年 か ら
1975年 にかけての国民政府 の最高責任者 だった蒋介石 と日本 との関係 について研
究 を進めている。本研究は、1906年 の 日本留学を契機 として、日本に関する関心が
高まって以来、69年 に渡 る蒋介石 と日本 との関係 を検証す る研究 として、蒋介石 の
日本像の理解に役立つだけではな く、蒋介石 の 目を通 して、この間における 日本 の
変貌 を認識することにより、新 しい視 野か ら日本 を観察することができるのではな
15「 在外邦人引揚概況」『中華民国関係書類綴渉外課』、1946年1.月 、東京:防 衛研究所図書
館所蔵。
16『 次郎物語』(新 東宝、1955年10.月25日)。 『次郎物語』(松 竹大船、1960年3月4日)。
『続次郎物語一若き 日の怒 り』(松 竹大船、1960年5月13日)。 『次郎物語』(西 友&学 習研
究社&キ ネマ東京、1987年7,月4目)。 張季琳 「下村湖人の台湾経験 と 『次郎物語』」前掲、
黄 自進主編 『近現代 日本社会的蛻変』所収、503頁 。
17た とえば、NHK総 合テ レビで1964年 か ら2年 間にわた り毎週火曜 日の夕方6時 か ら25
分間放送 された。同上。
18同 上。503-520頁 。
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いかと考 える。蒋介石は生涯に、日本 に対する言論326篇 を発表 している19。それに
よれば、日本に学ぶべ きだ とい う蒋介石の論調は、生涯 を通 して一貫 したものであっ
た。特に、 日本がいかに して近代国家 にふ さわ しい国民を養成 していったか とい う
点は、蒋介石が関心を抱きつづけた点である。
ところで、興味深いことは、蒋介石が関心 をもっていたのは、日本 の国民生活 に現
れ た合理性 と効率性 に留まってお り、 日本が どの ように して立憲体制 を築き上 げて
きたのか、 日本の政党内閣が どのように発展 していったのか、 日本がいかなる産業
政策を通 して工業国に変貌 してきたのか、とい うような国の運営 の仕方 については、
あま り関心を示 さなかった。っま り、蒋介石 は、 日本軍の戦闘力 を高 く評価 した こ
とによって、 日本 の軍事教育か ら学ぼ うと考 えた。 また、その延長線 として、 日本
社会の動員力 を高 く評価 したため、 日本の全民軍事化および軍隊社会化(国 家総動
員体制)の 経験 を学びたいと思 った。 しか しなが ら、 日本の政界にお ける、各勢力
の間の権力闘争、利益衝突 をいかなる政治構造の枠 の下で解決す るか、 とい うよう
な政治制度面に関わる事項 にっいてはそれほど関心を示 さなかったので ある。
このよ うに、蒋介石が 日本 に対 して興味を抱いた点 と興味を持たなかった点 にっ
いて研究することによって、独裁者 としての蒋介石 の本性 を窺い知 ることがで きる
ばか りでな く、中国民主化の難 しさを認識す るとともに、 日中両国の近代化の進展
過程にっいて、比較研究を進 め られると考えている20。
19秦 孝儀 「序言」、黄自進編 『蒋中正先生對 日言論選集』所收、台北:中 正文教基金會、2004
年、1頁 。
20黄 自進 「蒋介石の 日本に対す る 『理解』『観察』『行動』」佐藤東洋士 ・李恩民編 『東アジ
ア共同体の可能性一 日中関係の再検討』所収、東京:お 茶 の水書房、2006年 、11頁 。
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